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【短期集中予防型サービスのモデル事業について】 

 

 

１　目的 

疾病等で心身機能等が低下した要支援者等が、心身機能等の低下前に送っていた生

活を取り戻すこと及び要介護状態への進行を防止することを目的に、介護予防・日常

生活支援総合事業の第１号通所事業にあたる短期集中予防型サービスのモデル事業

を実施する。 

 

２　事業内容 

要支援又は事業対象者の認定を受けた第１号被保険者で、市が訪問調査を委託した

リハビリテーション専門職及び地域包括支援センター職員による訪問調査及びアセ

スメントを受けた者に対し、施設等への通所により運動機能向上・栄養改善・口腔機

能向上・社会参加・セルフマネジメント等のプログラムをおおむね３か月全１２回の

サービスの中で提供する。 

なお、令和６年度モデル事業の評価を踏まえて、以下のとおり変更を行ってモデル

事業を実施した。 

・報酬単価の増額 

・事業所による送迎に加え、移送業者への再委託による送迎も条件付で加算 

・ケアマネジメントＢを導入し、サービス利用までに至るアセスメントを評価 

・モニタリングで必要と判断された場合、最大６か月全２４回まで延長可 

・市の施設に事業所スタッフを派遣する、「サテライト型」の実施 

・利用者のサービス開始時期と終了時期を一律にせず、随時の参加を受付 

 

３　現在までの活動 

【令和７年２月】関係団体向け総合事業研修会実施 

　【２月～３月】モデル事業実施事業所募集・決定 

【４月】短期集中予防型サービス試行サービス実施要綱改正 

　【４～５月】利用者選定（以降、利用者の終了時期に合わせ新規利用者を随時選定） 

　【５月】試行サービス実施事業所契約 

　【６月】試行サービス開始 

　【９月】６月及び７月利用開始の利用者終了 

 

４　今後の予定 

【１１月】本格実施の方針決定 

【翌１月】関係団体向け総合事業研修会実施 

　【翌２月】試行サービス終了・本格実施の実施事業所募集 

　【翌３月】令和７年度モデル事業評価 

 



 

 


